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研究要旨 

本分担研究では、自治体が「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ」（厚

生労働省，2019）において謳われたPDCAサイクルに沿った通いの場の推進や効果評価を行う

ために、３つの分析を行った。いずれも日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Eval

uation Study，JAGES）を用い，分析Aでは2013・2016・2019年度のデータ（n=4,232/5,87

9）を用い、分析BとCでは，2013・16年データ（n=39655/90889）を用い、通いの場の取組の

3年後の中期的効果を明らかにすることとした。分析手法については、分析Aは、通いの場参加

による健康・Well-beingに関連する複数の領域の様々なアウトカムを同時に検討するために、

アウトカムワイド分析（目的変数は2019年の健康関連アウトカム4領域〔①個人・行動、②中

間アウトカム、③アウトカム、④インパクト〕34指標）を実施した。分析Bでは、16年のうつ

発症を，分析Cでは，16年までの要介護認定発生を目的変数とした。統計学的分析には、ロジ

スティック回帰、ポアソン回帰、線形回帰，生存時間分析を実施した。その結果、追跡期間3年

間では、分析Aで社会参加増加、社会的ネットワーク増加と高次生活機能低下予防などの中間

アウトカム指標、分析Cの女性でのみ要介護認定発症抑制効果がみられた。しかし、このサン

プルサイズで追跡期間3年間では、分析Aの要介護リスクや要支援・要介護認定、認知症発症、

死亡，分析Bのうつ発症、分析Cの男性などのアウトカムやインパクト指標には効果がみられ

ず、より大きなサンプルサイズまたは更なる追跡期間が必要であることが示唆された。社会参

加や社会的ネットワークなどの社会的相互作用、高次生活機能などの身体・認知機能維持とい

った機序を通じ、通いの場が要介護認定・認知症発症抑制に寄与することが示唆された。 

 
 

Ａ．研究目的 
本分担研究では、「一般介護予防事業等の推進

方策に関する検討会取りまとめ」（厚生労働省，
2019）1）において謳われたPDCAサイクルに沿
った通いの場の推進や効果評価に向けて、通い
の場への参加による中期的効果を明らかにする
こととした。 

 

Ｂ．研究方法 
 主に3つの分析について報告する。 

分析A「学会発表4の井手報告」：日本老年学
的評価研究（Japan Gerontological Evaluation 

Study，JAGES）の2013・2016・2019年の自記
式郵送調査データと自治体から提供を受けた要

介護認定・認定賦課データを結合した21市町の
65歳以上の高齢者のデータを用いた。用いたデ
ータセットは、2013・2016・2019年の3時点の
調査の回答を結合したデータセット（n=4,232）、
2013・2016年の2時点に回答した高齢者を追跡
し、要介護認定・認定賦課データと結合したデ
ータセット（n=5,879）の2つであった。 

 分析手法は、通いの場参加による健康・Well-

beingに関連する複数の領域の様々なアウトカ
ムを同時に検討するために、アウトカムワイド
分析2),3)を実施した。アウトカムワイド分析では、
単一の曝露により、多くの指標がどのように変
化するかを広範に検討するため、p-hacking、出
版バイアスを防止でき、政策応用の可能性を明
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示できる強みをもつ2)。 

 目的変数は2019年の健康関連アウトカム4領
域（①個人・行動、②中間アウトカム、③アウト
カム、④インパクト）34指標とした（表1参照）。
説明変数は、2016年調査で対象者に聴取した通
いの場の参加有無とした。調整変数は2013年時
点の性、年齢、日常生活自立度、等価所得、教育
歴、就労、婚姻、独居、可住地人口密度、および
2013年時点の目的変数（要支援・要介護認定、
要介護2以上の認定、認知症発症、死亡以外の30

指標）で調整した。 

 統計学的分析は、目的変数の性質に準じ、3種
類の分析を実施した。2値アウトカム（有病率1

0%未満）では、ロジスティック回帰分析、2値ア
ウトカム（有病率10%以上）ではポアソン回帰分
析、連続値（標準化）では線形回帰分析を用い、
OR（Odds Ratio）、RR（Risk Ratio）、B（非
標準化係数）、95%CI（Confidence Interval），
p値を34アウトカム指標について算出した。標準
誤差は潜在的な相関を考慮し、市区町村レベル
でクラスター化し、p値は検定を繰り返すため、
ボンフェローニ法で補正した（p=0.0015）。欠
損値は多重代入法で補完した上で、20個のデー
タセットを作成し、その結果を統合した。 

 

 

 

表1 多変量解析 

 

 

分析B「論文発表1の宮沢論文」：2013・16年
パネルデータ（n=39,655）を用い、16年のうつ
発症を目的変数とし，介護予防・健康づくりの
活動の他，スポーツや趣味の会など8種類の広義
の「通いの場」への参加の有無を説明変数とし
たロジスティック回帰分析を実施した。 

分析C「論文発表2の東馬場論文」：2013・16

年コホートデータ（n=90,889）を用い、介護予
防・健康づくりの活動の他，スポーツや趣味の
会など13種類の広義の「通いの場」への参加の
有無を説明変数とした。16年までの要介護認定
発生を目的変数とした生存時間分析を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究の実施にあたっては、国立長寿医療研究
センターならびに千葉大学の研究倫理審査委員
会の承認を受けて実施した。 

 

Ｃ．研究結果 
 分析A：2016年時点の通いの場参加者は非参
加者と比較して、2013年時点において、女性、
世帯収入が低い、就労していない、配偶者なし、
ほぼすべての健康指標が良好であった。それら
を調整した多変量解析の結果、2016年時点の通
いの場参加者は非参加者と比較し、ボンフェロ
ーニ補正後も、2019年時点の趣味の会、老人ク
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ラブ、学習・教養サークル、ボランティアの会へ
の参加頻度が高く、1ヶ月にあった友人の数が多
く、高次生活機能（老研式活動能力指標）が良好
であった。これらの中間アウトカム指標への効
果は期待できるものの、このサンプルサイズで
追跡期間3年間では、アウトカムやインパクト指
標に、有意な差がみられなかった。 

 分析B：介護予防・健康づくりの活動について
は有意なうつ発症の抑制は見られなかった。一
方，スポーツや趣味の会など広義の「通いの場」
への参加者では，有意にうつ発症が抑制されて
いた。 

 分析C：女性でのみ、介護予防・健康づくりの
活動参加者で有意に要介護認定発生が抑制され
ていた（ハザード比0.88）。 

 
Ｄ．考察 
 分析Aでは、2013年時点の背景要因を調整し
た上で、2016年時点の通いの場参加の有無と
2019年の健康アウトカム4領域34指標の関連を
検討した。その結果、追跡期間3年間では、社会
参加、社会的ネットワークや高次生活機能など
の中間アウトカム指標への効果はみられた。ま
た分析Cで，女性でのみ，要介護認定発生が有意
に抑制されていた。しかし、このサンプルサイ
ズで追跡期間3年間では、分析Aの要介護リスク
や要支援・要介護認定、認知症発症、死亡などの
アウトカムやインパクト指標，分析Bのうつ発症，
分析Cの男性では有意な効果がみられなかった。
より大きなサンプルサイズか，更なる追跡期間
が必要であることが示唆された。 

 先行研究4),5)では、5〜7年間の追跡で通いの場
参加による要支援・要介護認定、認知症発症に
ついて，今回の分析Cの女性でも有意な要支援・
要介護認定の抑制が見られた。そのメカニズム
として、通いの場参加による社会的相互作用、
身体・認知機能維持が考えられる。本分担研究
においても、分析Aで社会参加や社会的ネットワ
ークなどの社会的相互作用、高次生活機能とい
った身体・認知機能において、分析Bではうつ発
症抑制において、通いの場参加による効果がみ
られた。従って、通いの場は社会的相互作用や
身体・認知機能維持，うつ予防といった波及的
な効果により、最終的に要支援・要介護認定、認
知症発症を抑制する可能性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 
 本分担研究では、2〜3時点の大規模データ（ 

n=4,232〜90,889人）を用い，アウトカムワイド
分析等により検証した。通いの場参加者は3年後
の社会参加、社会的ネットワーク、高次生活機能
など中間アウトカム指標と女性における要介護
認定抑制効果がみられた。これらの波及効果を
通じ、通いの場が要介護認定・認知症発症抑制に
寄与することが示唆された。 
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